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イラン情勢:食糧供給懸念や燃料・食糧囲い込みに発展も
研究主幹 榎本 裕洋

▽燃料・食糧輸入額のGDP比（2024年）▽原油・食糧価格

2026年 3月 31日

（出所）IMF “World Economic Outlook Oct. 2025”より丸紅経済研
究所作成

（注）燃料は原油・石油製品・天然ガス、食糧は穀物・大豆・大豆粕
（出所）IMF “World Economic Outlook Oct. 2025”、ITC

（前年比%）

中東情勢緊迫化に伴う化石燃料の供給ショックは食糧供給の懸念に直結
中東情勢の緊迫化は、ホルムズ海峡の通航制約や化石燃料（以下単に燃料）生産施設への攻撃を通
じ、関連品の供給ショックをもたらした。ドバイ原油価格は紛争前に比べ8割超の高値圏で推移して
いる（3/27時点）。
燃料の供給ショックは食糧供給の不安に直結する。第1に生産コストの上昇だ。農業はディーゼル燃
料、窒素肥料や農薬など燃料および派生品を多用するため、それらの供給不足や価格上昇は農産品
価格を押し上げる。第2に物流コストの上昇だ。中東海域の航行リスク増大により、船舶の迂回や保
険料上昇が発生、燃料価格上昇も複合し物流コスト上昇は広く波及する。第3に燃料価格と食糧価格
の連動だ。近年、食糧由来のバイオ燃料利用が増えており、燃料価格と食糧価格は連動しやすい
（左図参照）。これらを反映してか、足元ではコーンなどの価格が上昇傾向にある。
燃料供給ショックの悪影響は既に顕在化、食糧価格上昇の悪影響も徐々に顕在化すると予想
燃料・食糧価格の上昇は、これらの輸入依存度が高い国で「インフレ」と「需要減」というスタグ
フレーション的圧力を強める。特に食品とエネルギーが家計消費に占める割合が高い低所得国では、
家計の実質所得が直接的に圧迫され、品不足に発展すれば社会不安要因にもなり得る。
右図は世界195カ国のうち燃料輸入額GDP比が3%以上のGDP上位30カ国を選び、縦軸に食糧輸入
額GDP比をとったものである。価格上昇だけでなく供給途絶のリスクも捕捉すべく、燃料・食糧と
も「輸出額ー輸入額」ではなく輸入額を用いた。実際、UAEやナイジェリアは産油国だが石油製品
の輸入依存度が高く、ナイジェリアではガソリン価格が高騰しているという。シンガポールなど産
業構造（石油精製拠点）上、燃料輸入依存度が高い国でも原料不足による操業不安が起きている。
またベトナムが日本に石油備蓄の提供を求めるなど、燃料供給ショックの悪影響は既に顕在化して
いる。今後食糧価格上昇の悪影響も徐々に顕在化すると考える。グラフからはタイ・ベトナム・マ
レーシア・エジプト・モロッコといった国々の燃料・食糧の輸入依存度の高さが見て取れる。
燃料・食糧輸出国による囲い込み政策、金融引き締めによる非産油国景気の悪化に注意
さらに懸念されるのは内需充足を優先する目的での燃料・食糧輸出国によるそれらの囲い込みだ。
既に東アジアの一部の国は石油製品輸出の停止・制限を講じている。また、Goldman Sachsは米国
政府には国際緊急経済権限法（IEEPA）に基づいて石油（製品）輸出を制限する権限があることを
指摘している。食糧については過去にロシアやインドが輸出制限を行った実績がある。
非産油国（例:ユーロ圏、日本、ASEAN諸国）は原燃料価格上昇・供給途絶から景気悪化が懸念さ
れるうえ、通貨安を通じたインフレ圧力が強まることも予想され、産油国よりも景気が悪化するお
それがある。燃料・食糧価格高騰に対し各国は財政・金融政策、特に金融引き締め（利上げ）での
対応を求められるが、その際米国の金融政策対応が限定的なら、米国と非産油国の金利差が拡大し、
急激な為替変動や自国通貨高による輸出競争力低下も生じうる。
今回の危機が短期で収束しない場合、燃料・食糧確保を目的とした行動が貿易フロー等に及ぼす影
響や、物価上昇等に対する各国の政策対応などが世界経済を左右する要因として浮上しそうだ。
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